
□特　　集

府調査統計課情報分析担当

平成17年 京都府産業連関表 概要

はじめに

　平成17年京都府産業連関表を取りまとめました

ので、その概要をお知らせします。

　17年京都府産業連関表は、京都府内において、

17年（暦年）1年間に行われた様々な産業間の取引

を一つの表に取りまとめたもので、地域内における

財・サービスの流れの全貌を把握することができま

す。

　主な用途として、産業構造や産業部門間の相互依

存関係など府経済構造の把握・分析とともに、経済

施策の波及効果分析などに利用できます。各種行政

施策の策定資料や地域経済の分析資料に幅広く活用

いただければ幸いです。

　なお、統計表中の計数は単位未満四捨五入してい

ますので、内訳と合計が一致しない場合があります。

Ⅰ　産業連関表の概要

　産業連関表は、財・サービスが最終需要部門に至

るまでに、各産業部門間でどのような投入・産出と

いう取引経過を経て、生産・販売されたものである

かを、一定期間（通常1年間）にわたって記録し、

一覧表に取りまとめたものです。

　産業連関表を部門ごとにタテ方向（列部門）に読

むと、その部門の財・サービスの府内生産額とその

生産に用いられた費用構成（投入）の情報が得られ

ます。

　また、ヨコ方向（行部門）に読むと、その部門の

財・サービスの府内生産額及び輸移入額がどの部門

でどれだけ需要されたかの販売先構成（産出）の情

報が得られます。

　このため、産業連関表は「投入産出表」(Input-

Output Tables､ 略してＩ－Ｏ表）とも呼ばれてい

ます。
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生産波及の大きさは1.3113倍で12年より上昇
－資源価格の上昇等が要因－

（表１）
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　図１は、今回取りまとめた17年産業連関表から京

都府経済の規模と循環構造を図式化したものです。

＜供給の構造＞

　まず、供給側からみると、17年の京都府内経済へ

の財・サービスの総供給額は22兆4657億円です。

このうち府外からの輸移入額6兆613億円（総供給額

の27.0％）を差し引いたものが府内生産額で、16兆

4044億円（同73.0％）となっています。12年と比

べると、総供給（＝総需要）、輸移入、府内生産額

はそれぞれ8.5％、6.7％、9.2％の減少となってい

ます。

＜府内生産額の費用構成＞

　府内生産額の費用構成の内訳をみると、生産に用

いられた原材料・燃料等の財・サービスの中間投入

は7兆796億円で、雇用者所得や営業余剰等の粗付加

価値は9兆3248億円となっています。府内生産額に

占める中間投入の割合である中間投入率は43.2％で

12年に比べ0.5ポイント上昇しています。

＜需要の構造＞

　次に需要側からみると、総需要（＝総供給）のう

ち7兆796億円（総需要額31.5％）が中間需要（＝

中間投入）として各産業の生産活動に使用され、最

終需要は、8兆9935億円（最終需要の58.5％）が府

内最終需要として消費や投資にまわされ、残りの6

兆3926億円（同41.5％）が府外への輸移出となっ

ています。12年と比べて、中間需要、府内最終需要、

輸移出はそれぞれ8.3％、8.8％、8.4％の減少とな

っています。 （図１、表２）

△8.5

△6.7



－6－
統計京都　2010年3月号

特　　　集

（図３）

　一方で、工場の府外への移転な

どから、鉱業・製造業が33.0％から

28.2％と4.8ポイント、個人消費の

低迷などから対個人サービスが

8.6％から7.4％に1.2ポイント、そ

れぞれ低下しています。

　12年と比べると、特に公共サー

ビスが高齢化の進展等により

10.7％から12.8％と2.1ポイント、

不動産が、8.4％から9.8％と1.4

ポイントそれぞれ上昇しており、

全国と比べても、それぞれ3.4ポ

イント、3.0ポイント高くなって

います。

　また、最も割合が高いのは鉱業・

製造業で28.2％を占め、次いで公

共サービスが12.8％、商業が9.9％

などとなっています。

　府内生産額の産業別構成をみる

と、第３次産業が65.1％で12年の

58.4％から増加する一方、第２次

産業は34.3％で12年の41.1％か

ら減少し、サービス産業化が進展

しています。 （表５）

１ 府内生産額

　府内生産額は、16兆4044億円で、

12年の18兆587億円に比べて9.2

％の減少となり、５年間の年平均

伸び率は1.9％減と12年に続き減

少となりました。

　なお、国内生産額は、972兆

146億円で、12年の958兆8865億

円に比べて1.4％の増加となり、

５年間の平均伸び率は0.3％とな

っています。

（図２、表３、表４、表５）
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